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高齢化の現状

◎高齢化率は28.1％

我が国の総人口は、平成30（2018）年10 月1 日現在、1 億2,644 万人となっている。
65 歳以上人口は、3,558 万人となり、総人口に占める割合（高齢化率）も28.1％となった。
65 歳以上人口を男女別に見ると、男性は1,546 万人、女性は2,012 万人で、性比（女性
人口 100 人に対する男性人口）は76.8 であり、男性対女性の比は約3 対4 となっている。

また、65 歳以上人口のうち、「65〜74 歳人口」は1,760 万人（男性840 万人、女性920 万
人、性比91.3）で総人口に占める割合は13.9％、「75歳以上人口」は1,798 万人（男性706 
万人、女性1,092 万人、性比64.6）で、総人口に占める割合は14.2％であり、65〜74 歳人
口を初めて上回った（表1 － 1 － 1）。
我が国の65 歳以上人口は、昭和25（1950）年には総人口の5％に満たなかったが、昭和
45（1970）年に7％を超え、さらに、平成6（1994）年には14％を超えた。高齢化率はその後
も上昇を続け、平成30（2018）年10 月1 日現在、28.1％に達している。
また、15〜64 歳人口は、平成7（1995）年に8,716 万人でピークを迎え、その後減少に転

じ、平成30 年には7,545 万人と、総人口の59.7％となった。
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高齢化の現状

表１-１-１ 高齢化の現状

単位:万人(人口)、%(構成比)

平成30年10月1日

総数 男 女

人口 (万人)

総人口 12,644 6,153 6,491

(性比) 94.8

６５歳以上の人口 3,558 1,546 2,012

(性比) 76.8

６５歳～７４歳の人口 1,760 840 920

(性比) 91.3

7５歳以上の人口 1,798 706 1,092

(性比) 64.6

構成比

１５歳～６４歳の人口 7,545 8,818 3,727

(性比) 102.4

１５歳未満の人口 1,542 789 752

(性比) 104.9

総人口 100.0 100.0 100.0

６５歳以上の人口(高齢化率) 28.1 25.1 31.0

６５歳～７４歳の人口 13.9 13.7 14.2

7５歳以上の人口 14.2 11.5 16.8

１５歳～６４歳の人口 59.7 62.1 57.4

１５歳未満の人口 12.2 12.8 11.6

資料：総務省「人口推計」平成30年10月1日（確定値）

（注）「性比」は、女性人口100 人に対する男性人口
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「高齢化」とは

高齢者の用語は文脈や制度ごとに対象が異なり、一律の定義がな
い。高齢社会対策大綱（平成30 年2月閣議決定）では、便宜上、一般
通念上の「高齢者」を広く指す語として用いている。本白書においても、
各種の 統計や制度の定義に従う場合のほかは、一般通念上の「高
齢者」を広く指す語として用いることとする。

なお、高齢者の定義と区分に関しては、日本老年学会・日本老年医
学会「高齢者に関する定義検討ワーキンググループ報告書」（平成29 
年3月）において、近年の高齢者の心身の老化現象に関する種々の
データの経年的変化を検討した結果、特に65〜74 歳では心身の健康
が保たれており、活発な社会活動が可能な人が大多数を占めている
ことや、各種の意識調査で従来の65歳以上を高齢者とすることに否定
的な意見が強くなっていることから、75 歳以上を高齢者の新たな定義
とすることが提案されている。
また、高齢社会対策大綱においても、「65 歳以上を一律に「高齢者」

と見る一般的な傾向は、現状に照らせばもはや現実的なものではなく
なりつつある。」とされている。

参 考
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高齢化の推移と将来設計
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④ 75歳以上人口は、都市部では急速に増加し、もともと高齢者人口の多い地方でも緩やかに増加する。各地域の高齢化の状況

は異なるため、各地域の特性に応じた対応が必要。

埼玉県 千葉県 神奈川県 大阪府 愛知県 東京都 ～ 鹿児島県 島根県 山形県 全国

2010年
＜＞は割合

58.9万人
＜8.2%＞

56.3万人
＜9.1%＞

79.4万人
＜8.8%＞

84.3万人
＜9.5%＞

66.0万人
＜8.9%＞

123.4万人
＜9.4%＞

25.4万人
＜14.9%＞

11.9万人
＜16.6%＞

18.1万人
＜15.5％＞

1419.4万人
＜11.1%＞

2025年
＜＞は割合
（ ）は倍率

117.7万人
＜16.8％＞
（2.00倍）

108.2万人
＜18.1%＞
（1.92倍）

148.5万人
＜16.5%＞
（1.87倍）

152.8万人
＜18.2%＞
（1.81倍）

116.6万人
＜15.9%＞
（1.77倍）

197.7万人
＜15.0%＞
（1.60倍）

29.5万人
＜19.4%＞
（1.16倍）

13.7万人
＜22.1%＞
（1.15倍）

20.7万人
＜20.6%＞
（1.15倍）

2178.6万人
＜18.1%＞
（1.53倍）

2012年８月 2015年 2025年 2055年

65歳以上高齢者人口（割合） 3,058万人（24.0%） 3,395万人（26.8%） 3,657万人（30.3%） 3,626万人（39.4%）

75歳以上高齢者人口（割合） 1,511万人（11.8%） 1,646万人（13.0%） 2,179万人（18.1%） 2,401万人（26.1%）

② 65歳以上高齢者のうち、「認知症高齢者の日常生活自

立度」Ⅱ以上の高齢者が増加していく。

（万人） 「認知症高齢者の日常生活自立度」Ⅱ以上の高齢
者数の推計（括弧内は65歳以上人口対比）

（1,000世帯） 世帯主が65歳以上の単独世帯及び夫婦のみ世帯数の推計

今後の高齢者人口の見通しについて
① 65歳以上の高齢者数は、2025年には3,657万人となり、2042年にはピークを迎える予測（3,878万人）。 また、75歳以上高齢者

の全人口に占める割合は増加していき、2055年には、25％を超える見込み。
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2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年

世帯主が65歳以上の夫婦のみの世帯数 世

帯主が65歳以上の単独世帯数

世帯主が65歳以上の単独世帯と夫婦のみ世帯の世帯数全体に占める割合

③ 世帯主が65歳以上の単独世帯や夫婦のみの世帯が増加していく。

【厚生労働省HP】
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国
65歳以上人口割合（到達年次） 到達に必要な年数

7% 14% 21% 7%→14%

日本 1970 1994 2007 24

中国 2001 2026 2038 25

ドイツ 1932 1972 2016 40

イギリス 1929 1975 2029 46

アメリカ 1942 2015 2050 73

スウェーデン 1887 1972 2020 85

フランス 1864 1979 2023 115

○ 我が国では、諸外国に例をみないスピードで高齢化が進行している。

高齢化の進行に関する国際比較

1950年以前はUN, The Aging of Population and Its Economic and Social Implications (Population Studies,  
No.26, 1956)およびDemographic Yearbook，1950年以降はUN, World Population Prospects： The 2006
Revision（中位推計）による。ただし，日本は総務省統計局『国勢調査報告』および国立社会保障・人口問題研究所
『日本の将来推計人口』（平成18年12月推計）による人口（[出生中位(死亡中位)]推計値）。1950年以前は既知年
次のデータを基に補間推計したものによる。それぞれの人口割合を超えた最初の年次を示す。“－”は2050年までそ
の割合に到達しないことを示す。倍化年数は，7％から14％へ，あるいは10％から20％へそれぞれ要した期間。国
の配列は，倍化年数7％→14％の短い順。
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相続法の改正の背景

相続法制については、昭和55年に配偶者の法定相続分
の引上げ及び寄与分制度の導入等の改正がされて以来
大きな見直しはされていないが、その間にも高齢化社会が
更に進展して、相続開始時点での相続人（特に配偶者）の
年齢が従前より相対的に高齢化していることに伴い、配偶
者の生活保障の必要性が相対的に高まり、子の生活保障
の必要性は相対的に低下しているとの指摘がされている。
また、要介護高齢者や高齢者の再婚が増加するなど、相

続を取り巻く社会情勢にも変化がみられる。
これらの社会情勢の変化等に応じ、配偶者の死亡により

残された他方配偶者の生活への配慮等の観点から相続
法制を見直すべき時期に来ているものと考えられるが、ど
のように考えるか。
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従前の相続法制の改正概要

項番 内 容 等

１

昭和２２年改正 （昭和２３年１月１日施行）

・日本国憲法制定に伴う旧民法第４編（親族）及び第５編（相続）の全面改正施行

２

昭和３７年改正 （昭和３７年７月１日施行）

・代襲相続制度の見直し

・相続の限定承認、放棄の見直し

・特別縁故者への分与制度の新設

３

昭和５５年改正 （昭和５６年１月１日施行）

・配偶者の法定相続分の引上げ

・寄与分制度の新設

・代襲相続制度の見直し（兄弟姉妹の代襲相続の制限）

・遺産分割の基準の見直し

・遺留分の見直し

４
平成１１年改正 （平成１２年１月８日施行）

・公正証書遺言の方式の特則（聴覚・言語機能障害者の手話通訳等の通訳又は筆談が可）

５
中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律の制定 （平成２１年３月１日施行）

・中小企業の事業承継における民法4の遺留分に関する特例

６
平成２５年改正 （平成２５年１２月１１日施行）

・嫡出でない子と嫡出子との相続分の同等化

７
今回の改正 （２０１９年１月１３日施行済、２０１９年７月１日、２０２０年４月１日施行済、７月１０日予定）

・次ページ以降のとおり ８
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相続法改正のポイント

① 配偶者居住権を保護するための方策

② 遺産分割に関する見直し

③ 遺言制度に関する見直し

④ 遺留分制度に関する見直し

⑤ 相続の効力等に関する見直し

⑥ 相続人以外のものの貢献を考慮するための方策
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第1 配偶者の居住権を保護するための方策

① 配偶者居住権の新設

② 配偶者短期居住権の新設
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１－１ 配偶者の居住権を長期的に保護するための方策
(配偶者居住権の新設)

配偶者が相続開始時に居住していた被相続人所有の建物を対象として、
終身または、一定期間、配偶者に建物の使用を認めることを内容とする法定の
権利(配偶者居住権)を創設する

「事例」 相続人が配偶者Ｂ及び長男Ｃ、遺産が自宅(2000万円)および預貯金(3000万円)
ＢとＣの法定相続は １：１ (Ｂ 2500万円、子 2500万円)

【現行制度】 配偶者Ｂが自宅2000万円、預貯金500万円
長男Ｃが預貯金2500万円

被相続人
配偶者Ｂ

長男Ｃ

配偶者Ｂ

所有権

長男Ｃ

預貯金
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配偶者Ｂが----配偶者居住権 1000万円、預貯金1500万円
長男Ｃが-------負担付所有権 1000万円、預貯金1500万円

配偶者居住権の制度を採用すると-------

配偶者が相続開始時に居住していた被相続人所有の建物を対象として、終身
又は一定期間、配偶者に建物使用を認めることを内容法定の権利
（配偶者居住権）を創設する。 【２０２０年４月１日施行】

配偶者Ｂ

長男Ｃ

配偶者居住権（1000万円）

１３
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配偶者居住権の価値評価について （簡易な評価方法）

簡易な評価方法建物敷地の現在価値－負担付所有権の価値＝配偶者居住権の価値

負担付所有権の価値は、建物の耐用年数、築年数、法定利率等を考慮し、
配偶者居住権の負担が消滅した時点の建物敷地の価値を算定したうえ、これを
現在価値に引き直して求めることができる（負担消滅時まで所有者は利用でき
ないので、その分収益可能性を割り引く必要がある。）
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１－２ 配偶者の居住権を短期的に保護するための方策
(配偶者短期居住権の新設)

配偶者は、相続開始時に被相続人の建物（居住建物）に無償で住んでいた
場合には、以下の期間、居住を無償で使用する権利（配偶者短期居住権）を取
得する。
① 配偶者が居住建物の遺産分割に関与するときは、居住建物の帰属先が
確定するまでの間（ただし、最低６か月間は保障）

② 居住建物が第三者に遺贈された場合や、配偶者が相続放棄した場合に
は居住建物の所有者から消滅請求をうけてから６か月

【現行制度】 （最判平成８年１２月１７日の判例法理）

配偶者が、相続開始時に被相続人の建
物に居住にしていた場合には、原則として
被相続人と相続人との間で使用貸借契約
が成立していたと推認する。

使用貸借契約の
成立を推認

判例法理では、配偶者の保護に欠ける場合がある。

① 第三者に居住建物が遺贈されてしまった場合
（使用貸借は第三者対抗要件を備えることができな
いため、配偶者は使用借権第三者「受遺者」に対抗
できない

② 被相続人が反対の意思を表示した場合

使用貸借が推認されず、居住が保護されない
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【制度導入のメリット】

被相続人が居住用建物を遺贈した場合や、反対の意思を

表示した場合でも、最低６か月間は配偶者の居住を保障できる。

配偶者は、遺産分割成立までは配偶者短期居住権により

建物に居住し、遺産分割協議で配偶者居住権を取得すること

により、終身の居住も可能となる。

１６
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配偶者居住権（１０２８条～） 配偶者短期居住権（１０３７条～）

・ 配偶者居住権とは、配偶者が被相続人所有の
建物に仮に所有者が変わったとしても、原則と
して終身無償で居住を続けることのできる権利。
確固とした居住 （終身）

・ 配偶者短期居住権とは、配偶者が被相続人所
有の建物にその死亡から遺産分割により建物の
帰属が確定するなどの比較的短期の間、無償で
住み続けることのできる権利。
とりあえずの居住 （一時的）

成立要件

（1）遺産分割又は遺贈による取得
①遺産の分割によって配偶者居住権を取得を
するものとされたとき

②配偶者居住権が遺贈の目的とされたとき
（2）裁判所の審判

①共同相続人の合意
②配偶者の申出により、特に必要があると認
めるとき

成立要件

相続開始時に無償で居住していた場合
（1）居住建物について共同相続人間で遺産分割を

をする場合
・帰属の確定又は開始から６か月（いずれかが
遅い方）

（2）遺産分割に関与できない場合
・申入れから６か月

・ 配偶者は、 配偶者居住権により 、遺贈又は

裁判所の審判によって終身無償使用できる。
ただし、登記をしなければ第三者に対抗でき

ない。

・ 配偶者は、配偶者短期居住権によりは、少なく
とも相続開始から６か月は配偶者が無償使用で
きる。

配偶者居住権（配偶者の無償居住権が新設された）
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第２ 遺産分割に関する見直し

① 配偶者保護のための方策

② 遺産分割前の払い戻し制度の創設

③ 遺産分割前に遺産に属する財産が処分された場合の取扱い

１８



２-１ 配偶者保護のための方策

事 例

亡夫は生前に、妻の私(婚姻期間20年以上の夫婦)に対し、私と夫が居住していた夫所
有の自宅(建物と敷地)を贈与していました。
夫の遺産として5000万円の預金のみですが、私たち夫婦には子供が2人います。なお、

私に贈与された自宅は、贈与時の時価が2000万円でしたが、相続開始時の時価は3000
万円でした。
この場合、私と子供2人の相続分はどうなりますか(なお、預金は、最決平成28年12月

19日 遺産分割の対象となる)

妻 (私)

相続人

二男長男

相続人 相続人

被相続人

亡父

自宅の生前贈与

贈与時の時価:2000万円
相続時の時価:3000万円

遺産は、
預貯金5000万円のみ
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現行制度

① 夫が持戻し免除の意思表示をしていた場合
妻の相続分は、預貯金2500万円(この他に自宅「3000万円」

の受贈(最終取得額5500万円))であり、子供2名の相続分は各
預貯金1250万円である。

妻:5000万円×1/2=2500万円
子:5000万円×1/2 ×1/2=1250万円

② 夫が持戻し免除の意思表示をしていない場合
妻の相続分は、預貯金1000万円(この他自宅の受贈(最終
取得額4000万円))であり、子供2名の相続分は各2000万円
妻には、①の持戻し免除のほうが有利である。
妻:8000万円×1/2-3000万円(自宅)=1000万円
子:8000万円×1/2 ×1/2=2000万円

２０



改正法

婚姻期間20年以上である夫婦の間における居住用建物・敷
地の遺贈・贈与の場合、持戻し免除の意思表示があったものと
推定されるので、この推定が覆らない限り、前ページの①と同様
に妻の相続分は、預貯金2500万円
(この他に自宅の受贈(最終取得額5500万円))であり、子供2名の
相続分は各預貯金1250万円である。

【２０１９年７月１日施行】
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≪婚姻期間20年以上の配偶者への居住不動産の贈与の特例≫

婚姻期間20年以上である夫婦の間、「居住用不動産」または「居
住用不動産を取得するための金銭」を贈与する場合には、贈与税
の基礎控除110万円のほかに、最高2,000万円まで控除（配偶者
控除）を受けることができる（相続税法21条の６）。
いわゆる「夫婦間での居住用不動産を贈与した時の配偶者控

除」です。
なお、配偶者控除の対象となる不動産の価格は贈与時の価格

(本事例は、2000万円)である。
贈与税の特例は、贈与についてのみであり、遺贈は適用されま

せん・
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２－２ 遺産分割前の払戻し制度の創設
相続された預貯金債権の仮払い制度

相続された預貯金債権について、相続人の資金需要に対応できるように、遺産
分割協議前にも払い戻しが受けられる制度を創設する。

「事例」

【現行制度】

平成２８年１２月１９日 最高栽大法定決定により、遺産分割決定が終了するまでの間
は、相続人単独では預貯金債権の払い戻しできない旨が判示された

共同相続人間ＢＣ間で遺産分割協議を行い、預貯金債権の帰属先が決まっ
た後でないと払い戻し請求はできない。相続開始後遺産分割協議終了までに
長期間を要することも珍しくない。その間にＢが、Ａの葬儀費用・相続税・当面の
生活費等の支払いのため金融機関から預貯金の払い戻しを受けることができな
いため、非常に不便である。

金融機関

被相続人Ａ名義の預貯金９００万円

相続人Ｂ 相続人Ｃ

２３



参考判例 最大判平２８．１２．１８

普通預金債権及び通常貯金債権は、いずれも、１個の債権として同一性を
保持しながら、常にその残高が変動し得るものである。そして、この理は、預
金者が死亡した場合においても異ならないというべきである。
すなわち、預金者が死亡することにより、普通預金債権及び通常貯金債権

は共同相続人全員に帰属するに至るところ、その帰属の態様について検討
すると、上記各債権は、口座において管理されており、預貯金契約上の地位
を準共有する共同相続人が全員で預貯金契約を解約しない限り、同一性を
保持しながら常にその残高が変動し得るものとして存在し、各共同相続人に
確定額の債権として分割されることはないと解される。
以上のような各種預貯金債権の内容及び性質をみると、共同相続された普

通預金債権、通常貯金債権及び定期貯金債権は、いずれも、相続開始と同
時に当然に相続分に応じて分割されることはなく、遺産分割の対象となるも
のと解するのが相当である。

２４



遺産分割における共同相続人間の公平を図りつつ、相続人の資金需要
に対応できるように改めた。

① 預貯金債権に限り、家庭裁判所の仮分割の仮処分の要件を緩和する。
（前ﾍﾟｰｼﾞの事例にて、必要があると認められるような場合には、Ｃの利益
を害しない限り、家庭裁判所の判断で仮払いが認められるようにする。）

② 一定額までならば、家庭裁判所の関与なしに払い戻しが認められる。

一定額＝預貯金額×3分の1×払い戻しをする相続人の法定相続分

（前ﾍﾟｰｼﾞの事例にて、Ｂは900万円× 3分の1× 2分の1 の150万円まで
なら家庭裁判所の関与なくして払い戻しを受けることができる。）

【２０１９年７月１日施行】

２５

改正法



２－３ 遺産分割前に遺産を処分した場合の取扱い

事 例

亡父の相続人は、兄(長男)と私(二男)の2人(法定相続分は各2分の1)だけです
遺産分割時には遺産はありませんが、父の死亡後(相続開始後)、兄は唯一の遺産であ
る銀行預金1000万円を私に無断で払い戻しました(当該払い戻しに応じた銀行はについ
ては、債券の準占有者に対する弁済として有効な支払いであったものとする。)
なお、父は生前、兄に甲土地(1000万円分)を贈与していた。私は自分の相続分を確保

するため、どのような法的手段をとることが出来るか?

相続人 相続人

長男 二男(私)

長男は唯一の資産である
銀行預金1000万円を二男
に無断で、払い戻しをした

亡夫
被相続人

甲土地(1000万円分)
を生前贈与
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現行制度

二男は、預金の払戻しが自己の準共有持分(2分の1=500
万円)の侵害に当たるとして、長男に対して、500万円の不法
行為による損害賠償又は不当利得返還を求めることが出来
る。
二男は、長男の合意を得て、当該払戻し金(1000万円)を遺

産分割の対象に含めることにした場合には、長男に自己の
相続分である1000万円の請求をすることができる。

２７



現行制度と同様な結論を導く条文の構成となっているが、改
正民法906条の2第2項により、二男は、長男が前ページの払
戻し金を遺産分割の対象にすることを合意しなくても、これを
遺産分割の対象にすることができる。

二男の相続分は、1000万円((甲土地)＋1000 (預金)×1/2
＝1000万円)となる。

【２０１９年７月１日施行】

２８
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第３ 遺言制度に関する見直し

２９

① 自筆証書遺言の方式緩和

② 自筆証書遺言を法務局で保管する制度の新設

③ 遺言執行者の権限の明文化



３－１ 自筆証書遺言の方式緩和

自筆証書にパソコン等で作成した目録を添付したり、通帳の写
しや不動産の登記事項証明書等を目録として添付することかが
出来るようにする。

遺言書

１．別紙目録①の土地をＡに相続
させる。

２．別紙目録②の銀行預金をＢに
相続むさせる。

平成❍年❍月❍日

山田一郎 ㊞

別紙目録

① 土地
所在 ･････
地番 ･････
地目 ･････
地積 ･････

② 預金
〇〇銀行〇〇支店
普通 １２３４５６

山田一郎 ㊞

【遺言書】（本文） （財産目録）

＋
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自筆証書遺言 公正証書遺言 秘密証書遺言

意 義

遺言者が遺言書の本文、日付及び氏
名を自分で書き（自 書）、押印して
作成する方式 の遺言をいう（968条
１項）。

遺言者が遺言の内容を公証に伝
え、公証人がこれを筆記して公
正証書による遺言書を作成する
方式の遺言をいう（969条）。

遺言者が遺言内容を秘密にした
うえで、封印をした遺言証書存在
を明らかにすることを目的とし
て行われる 遺言のことをいう（
970条１項）。

方式要件

① 全文、日付及び氏名の自署
② 押印

※ 自筆証書に一体のもの として
相続財産の全部又は一部の目録
を添付する場合には、その目録
については、自書することを
要しない。この場合において、
遺言者は、その目録の毎葉に署
名し、印を押 さなければならな
い。

① ２人以上の証人の立会 い
② 遺言者が遺言の趣旨を公証
人に口授すること

③ 公証人がこれを筆記して遺
言者等に読み聞かせること

④ 遺言者及び証人が筆記 の正
確性を承認した後、各自が署

名押印すること
⑤ 公証人が方式に従って 作成
したことを付記した上、署名
押印すること

① 遺言者が遺言書を作成し、
署名押印すること

② 遺言者がその遺言書を 封じ
て、遺言書に押印した印章で封
印すること

③ 遺言者が公証人１人及 び２
人以上の証人の前に封書を提
出して、自己の遺言書である
こと及び筆者の氏名と住所を
申述すること

④ 公証人が封書を提出した日
付及び遺言者の申述 を封紙に
記載した後、遺言者及び証人
がともに署名押印すること

普通方式

３１



本文は自署が必要であるが、財産目録はパソコンで作成した

り、通帳の写しを添付することができる。

財産目録には、署名押印が必要 （偽造の防止）

本文及び財産目録の全文を自署（手書き）する必要がある。

遺言者の負担が非常に大きい

【２０１９年１月１３日 施行】

３２

現行制度
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３－２ 自筆証書遺言を法務局で保管する制度の新設

自筆証書遺言書の亡失を防ぐため、法務局で保管する制度を新設する。

自筆証書遺言書は、自宅で保管されることが多い。
↓

・紛失の恐れ遺言者の負担が非常に大きい
・相続人による廃棄、隠蔽、改ざん等の恐れ

自筆証書遺言書を法務局で保管する。
↓

自筆証書遺言書の保管する方法の選択肢が増える
① 自宅における保管 （家裁での検認が必要）
② 法務局による保管 （家裁での検認が不要）

【２０２０年７月１０日 施行】

３３
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現行制度の問題点



遺言者が遺言書の保管を法務局に申請する。
↓

法務局が保管する。
・原本保管と画像のデータ化

↓
遺言者死亡後に、相続人の１人から法務局に対して、遺言書の閲覧請求・写

しの交付請求ができる
↓

相続人の１人から遺言書の閲覧請求・写しの交付請求されたら、法務局は他
の相続人に対して通知書を発して、遺言書を保管していることを伝える。

↓
この制度を利用した場合は、遺言書の検認手続きは不要である。

【法務局での保管の手続き】

３４



３－３ 遺言執行者の権限の明文化

事 例

Ａには、妻Ｂとの間に長男Ｃ及び次男Ｄがいたが、脳梗塞により、死亡した。
Ａの遺産は、甲銀行に 対する預金600万円である。
Ａは、「甲銀行に対する預金600万円を、ＢとＣに２分の１ずつ相続させ る。遺

言執行者をＢとする。」という遺言を残していた。遺言執行者であるＢは、甲銀行
に対して、預 金600万円の払戻しを請求することができるか。

(1)  遺言執行者とは、遺言執行の目的のために選任された者をいう。
遺言執行者は複数でもよい が（1006条）、未成年者と破産者は、遺言執行者にはなれ ない
（1009条）。

(2) 選任
① 遺言者による指定
② 遺言で委託された受託者による指定
③ 家庭裁判所による選任

(3) 承諾
遺言執行者に選任された場合であっても、それを承諾する義務はなく、承諾をして初めて遺言
執行者となる（1007条）。
相続人その他の利害関係人は、遺言執行者に対し、相当の期間を定めて、その期間に就職

を承諾するかどうかを確答すべき旨の催告をすることができ、この場合において、遺言執行者
が、その期間内に相続人に対して確答をしないときは、就職を承諾したものとみなす（1008 条）。
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(４) 解任・辞任
遺言執行者がその任務を怠ったときその他正当な事由があるときは、利害関係人は、その解
任を家庭裁判所に請求することができ、遺言執行者自身も、正当な事由があるときは、家庭裁
判所の許可を得て、その任務を辞することができる（1019条）。

(５)  遺言執行者の権限
ア 意義
遺言執行者は、遺言の内容を実現するため、相続財産の管理その他遺言の執行に必要な一
切の行為をする権利義務を有する（1012条）。

イ 趣旨
現行法上、遺言執行者は、相続財産の管理その他遺言の執行に必要な一切の行為をする
権利義務を有するとされているが（現行民法1012項１項）、遺言事項は多岐にわたっており、
個別具体的な事案において、遺言執行者にいかなる権限が付与されているか必ずしも明確
でない。また、遺言執行者の権限の範囲は、一般に、遺言の内容により定まるといわれてい
るが、それでは基準としてあまりに抽象的であり、個別具体的な紛争の解決には役立たない
そこで、遺言執行者の権限の内容をめぐる紛争をできる限り防止し、円滑な遺言の執行を

図る観点から、遺言執行者の権限の範囲を明確化する規定が、新たに設けられた。

ウ 権限
(ア）一般的な権限
遺言執行者は、その任務を開始したときは、遅滞なく、遺言の内容を相続人に通知しなけれ

ばならない（1007条２項）。
(イ)個別の類型における権限
① 特定遺贈とは、遺贈の対象が特定の財産である場合や種類によって指定されている遺言

をいう。
特定遺贈がされた場合、遺言執行者がある場合には、遺贈の履行は、遺言執行者のみ

が行うことができる（1012条2項)
② 特定財産承継遺言がされた場合

特定財産承継遺言とは、遺産の分割の方法の指定として遺産に属する特定の財産を共
同相続人の１人または数人に承継させる旨の遺言をいう。
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特定財産承継遺言があったときは、遺言執行者は、当該共同相続人が対抗要件を備え

ために必要な行為をすることができる（1014条２項）。

また、特定財産承継遺言の財産が預貯金債権である場合には、遺言執行者は、1014条

２項に規定する行為のほか、その預金または貯金の払戻しの請求及びその預金または

貯金に係る契約の解約の申入れをすることができる（1014条３項本文）。

ただし、解約の申入れについては、その預貯金債権の全部が特定財産承継遺言の目的

である場合 に限られる（1014条３項ただし書）。

(６) 遺言執行者の復任権
ア 意義
遺言執行者は、自己の責任で第三者にその任務を行わせることができる。
ただし、遺言者がその遺言に別段の意思を表示したときは、その意思に従う（1016条１項）。

イ 趣旨
現行法上、遺言執行者は、遺言者がその遺言に反対の意思を表示した場合を除き、やむを得

ない事由がなければ第三者にその任務を行わせることができない（現行民1016条）。
しかし、一般に、遺言において遺言執行者の指定がされる場合には、相続人など必ずしも十分

な法律知識を有していない者が指定される場合も多く、遺言執行者の任務が広範に及ぶ 場合
や難しい法律問題を含むような場合には、その遺言執行者において適切に遺言を執行 するこ
とが困難な場合もあり得る。
そこで、遺言執行者の復任権の要件を緩和する規定が、 新たに設けられた。

ウ 復任権を行使した場合の責任
遺言執行者は、第三者に任務を行わせることについてやむを得ない事由があるときは、

相続人に対してその選任及び監督についての責任のみを負う（1016条２項）。

(７) 遺言執行者の効果
遺言執行者がその権限内において遺言執行者であることを示してした行為は、相続人に

対して直接にその効力を生ずる（1015条）。 ３７



(８) 相続人の処分権の制限
遺言執行者がある場合には、相続人は、相続財産の処分その他遺言の執行を妨げるべき行為
をすることができない（1013条１項）。
これに違反してした行為は、無効とする。
ただし、これを もって善意の第三者に対抗することができない（1013条２項）。
もっとも、相続人の債権者が相続財産についてその権利を行使することを妨げない（1013条３項）。

【２０１９年７月１日 施行】
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第４ 遺遺留分制度に関する見直し

３９



４ 遺留分制度の見直し、事業の円滑化

① 遺留分減殺請求権から生じる権利を金銭債権化する。

② 金銭等を直ちに準備できない受寄者又は受贈者の利益をはかるため、受遺
者等の請求により、裁判所が金銭債務の全部または一部の支払いに付き相当
の期限付与するようにする。

「事例」 ・個人で工場を経営している甲が死亡した。
甲は長男Ｂに事業を承継させたいとして、次のような遺言書を残していた。

① 工場の土地建物（評価額１億円）を長男Ｂに相続させる。
② 銀行預金（残高1000万円）を長女Ａに相続させる。
甲の遺産は、上記の土地建物と銀行預金のみで、相続債務はない。

被相続人甲（個人事業主）

長女Ａ

長男Ｂ
４０



長女Ａが長男Ｂに対して遺留分減殺請求すると、土地建物がＡＢの共有となる。

（Ａ持分が１億分の1750万円、Ｂ持分が１億分の8250万円）

↓
事業承継に支障が生じる。

遺留分減殺請求(遺留分侵害額請求権)により当然に共有関係が発
生する現行制度を改め、金銭で精算する。
つまり 長男Ｂが長女Ａに対して、 1750万円の支払い債務を負うこと

になる。

長男Ｂが上記金額をすぐに支払えない場合、裁判所に対して期限の猶予を
申し立てることができる。

【２０１９年７月１日 施行】

４１

現行制度
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≪遺留分を求める計算式≫

遺留分＝（遺留分を算定するための財産
の価額）×（２分の１）×（遺留分権利者の法定相続分）

≪長女Aの長男Bに対する遺留分侵害額請求権≫

遺留分侵害額＝
（１億円+１千万円)×（２分の１）× （２分の１） - １千万円
＝1,750万円

４２



第５ 相続の効力等に関する見直し

４３



５ 「遺相させる」旨の遺言の効力について

相続させる旨の遺言により承継された財産に関して、登記なくして第三者に対
抗することができるとされていた現行法の規律を見直し、法定相続分を超える
部分の承継については、登記等の対抗要件を備えなければ第三者に対抗でき
ないことにする。

「事例」 ・Ｘが死亡し、相続人は配偶者Ａおよび弟Ｂである。
遺産は甲土地のみであり、Ｘは、「甲土地をＡに相続させる」旨の遺言書を遺

している。
次のような遺言書を残していた。
ここでＢに対する債権者Ｙが、Ｂの法定相続分４分の１を差押さえた場合、

差し押さえの効力はどうなるか？

被相続人Ｘ
債権者Ｙ

Ｘの弟ＢＸの配偶者Ａ
甲土地

遺言書
「甲土地を相続させる」

４分の1を差押さえ

４４



（考え方）

Ｙの差押えが有効となるためには、甲土地の所有権４分の１がＢの権利でなけ
ればならない。

↓
現行法下では、Ｘ死亡時に遺言の効力が発生して、直ちに甲土地はＡの単独

所有となる。 よって、Ｂは甲土地に関しては無権利者となり、Ａは登記なくして所
有権の全部の取得をＹに対抗できる。
・ よって、Ｙの差押さえは無効である。
実務的には、Ｙは代位によりＡＢの共同相続登記してから、Ｂ持分に差押さえ登

記を得ることになるが、これらのＹの手続きが全て無駄になる。
これでは、登記制度や強制執行制度に対する信頼を害する恐れがある。

Ａは登記を具備しない限り、自己の法定分を超える４分の１の権利取得をＹに
対抗できないとした。

【２０１９年７月１日 施行】
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相続の効力等に関する見直し

遺贈
必要 必要

遺産分割 必要 必要

相続分の指定
不要

(最判平5.7.19)
必要

遺産分割方法
の指定

不要
(最判平14.6.10)

必要

現行民法 改正民法

４６



「相続させる」趣旨の遺言による権利の移転は、法定相続分

又は指定相続分の相続の場合と 本質において異なるところ

はない。

そして、法定相続分又は指定相続分の相続による不動産

の権利の取得については、登記なくしてその権利を第三者に

対抗することができる。

したがっ て、本件において、被上告人は、本件遺言によっ

て取得した不動産又は共有持分権を、登記 なくして上告人ら

に対抗することができる。

４７

参考判例 最判平14.6.10



第６ 相続人以外の者の貢献を考慮するための方策
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６ 相続人以外の者の貢献を考慮するための方策（特別の寄与）

相続人以外の親族が、被相続人の療養看護等を行った場合、一定の要件の
もとで、相続人に対して金銭の支払いを請求することができる。

「事例」 被相続人Ｘの介護をＸの長男Ａ（Ｘより先に死亡）の妻Ｂが行っていた。
Ｘには、次男Ｃと長女Ｄがいる。

被相続人Ｘ
（平成30年死亡）

長男Ａ
（平成29年死亡）

長男Ａの
配偶者Ｂ

次男Ｃ 長女Ｄ

Ｘと同居して、介護
を行う

相続
相続

４９



・ 相続財産は、次男Ｃおよび長女Ｄが取得する。
・ Ｘの世話をした長男Ａの配偶者Ｂには相続財産の分配をすることがで
きない。
しかし、これでは不公平である。

長男Ａの配偶者Ｂは、次男Ｃと長女Ｄに対して金銭の支払い請求権を取得

することによって、不公平を解消した。

【２０１９年７月１日 施行】
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認められる 認められない

被相続人の長男（会社員）の妻が、
義理の父である被相続人とともに家
業の農業に無報酬で従事し、義理
の父の資産形成に貢献した場合

介護施設を定期的に訪問すること
で、被相続人を精神的に支援してい
たが、療養看護は介護職員に任せ
ていた場合

亡き父の後妻が認知症になったた
め、養子縁組をしていない前妻の子
が後妻の賃貸アパートを無報酬で
管理し、その維持に努めた後に、後
妻が亡くなった場合

左の事例で前妻の子が後妻から
報酬を受けていた場合

おいが、重度の身体障害を持つ伯
父のために。伯父の妹である実母と
ともに長年にわたって無報酬で介護
し、亡き伯父が有料介護サービスを
ほとんど利用せずに済んだ場合

事実婚または同性婚のパートナー
がお互いに協力しながら他方の配
偶者名義で資産を形成し、かつ他方
の配偶者を長年にわたり無報酬で
療養看護した場合
（認められる可能性があり）

特別寄与料の支払いが認められるケース、認められないケース （予想）

５１



相続法（民法）改正スケジュール

今般の相続法（民法）改正に絡んだ全ての施行日を示すと、次のとおりとなります。

１．原則（下記以外）：2019年7月1日

２. 自筆証書遺言の方式を緩和する方策：2019年1月13日
３. 配偶者居住権及び配偶者短期居住権の新設等：2020年4月1日
４．法務局における遺言書の保管等に関する法律の施行期日：2020年7月10日

なお、自筆証書遺言の方式を緩和する改正が最も早い開始となりますが、自筆
証書遺言を法務局が保管してくれることとなる改正はその約1年半後の開始、と
なっています。どちらも“自筆証書遺言に関する改正”という点では共通していま
すが、開始時期が異なっていますので、ご注意ください。
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【参考資料】

○ 法務省ＨＰ 法務省民事局 平成30年7月～

○ 厚生労働省HP    H29年度 厚生労働白書

〇 内閣府 令和元年版高齢社会白書

○ 相続実務が変わる！ 相続法改正ガイドブック 平成30年11月9日
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ご清聴ありがとうございました
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